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第 4回がん診療提供体制のあり方に関する

ワこキンググループ議事次第

同 時 :平成 25年 7月 2日 (火 )

13:00-15:00

場 所 :全国都市会館  3階 第 2会議室

議 事 次 第
り1 開  会

2 議  題

(1)が ん診療連携拠点病院等の要件等について

(2)そ の他
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,は じめに

全国どこでも質の高いがん医療を提供することを目的とし、平成 13年よ
りがん診療連携拠点病院 (以下「拠点病院」という。)をすべての2次医療圏
に原則 1つ整備することを目指した結果、現在397の医療機関が指定され
ている。          .
しかし、拠点病院間で診療実績の格差があること、診療 口支援の内容が分

かりやすく国民に示されていないこと、さらに高齢化社会やがん患者の多様

化するニーズを踏まえ、拠点病院以外の医療機関との連携や在宅医療 口介護

サービスの提供も重要となつていることなど、いくつかの課題が指摘されて

いることから、平成24年 12月 に「がん診療提供体制のあり方に関する検
討会」(以下「検討会」という。)が設置され、拠点病院を中心とした今後の
がん診療提供体制のあり方についての検討がなされ、平成25年 4月 に「今
後のがん診療提供体制のあり方について」(以下「検討会とりまとめJと いう:)

がとりまとめられた。

この中では、未だに113※ 1の医療圏で拠点病院が整備されていない一方
で、医療資源を考えると、すべての医療圏に拠点病院を整備することは難し

いことなどを踏まえ、がん医療に求められる機能を複数の医療機関が連携し

て担うことも想定し、拠点病院のない2次医療圏を中心に地域のがん医療を

担う「地域がん診療病院 (仮称)」 を指定することが提言された。また、特定

のがん種について、拠点病院よりも高度な診療機能を持つ医療機関について

も、こうした医療機関に期待される役割を明確にし、がん診療病院として拠

点病院とグループ指定すること、拠点病院における PDCAサイクルの確保の必

要性なども指摘された。

こうした議論の中で、検討会のもと「がん診療提供体制のあり方に関するワ

ーキングループ」 (以下、WGとする。)を設け、拠点病院の格差是正のための

拠点病院の要件の見直しやがん医療の均てん化のための地域がん診療病院等

の指定要件、互いの連携体制について検討を行うことが決定された。

WGは平成 25年 5月 より精力的な議論を重ね、○回の議論を経て:今般以
下のとおり報告書としてまとめたものである。

なお、本報告書では、地域がん診療病院 (仮称)は、A)拠点病院の無い2
次医療圏に配置する病院と、B)特定領域で優れた診療機能を持つ医療機関の

2通 りが想定されることから、便宜上、A)を地域がん診療病院、B)を特定領
域がん診療病院と呼ぶこととする。

※ 1 現在は2次医療圏の変更により拠点病院のない医療日の数は107になつている。

※ 2 緩和ケアに関する要件ば「緩和ケア推進検討会」での議論をもとに策定予定。
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I.地域がん診療連携拠点病院の要件について
1.診療体制
(1)診療機能
① 集学的治療め提供体制及び標準的治療等の提供

質の高いがん医療を提供する上で、キャンサーボードが適切に機能

していることは重要であるが、現行の要件では、キヤンサーボー ドの

機能が十分に発揮されない場合やその存在が形骸化している場合も

あるのではないかとの指摘等があつたため、キャンサーボードの機能

強化のため月 1回以上の開催をもとめる。また、現行の要件に加え、

病理診断に携わる医師と放射線診断に携わる医師の出席及び求める

こととした。

拠点病院が地域がん診療病院と連携する場合には、連携を進める観

点から、連携先の地域がん診療病院と定期的な合同カンフアレンスを

開催することを求めるとともに、拠点病院からがん診療病院への人材

派遣やがん診療病院のスキルアップのための支援等に関する人材交

流計画の提出を求める。

② 手術療法の提供体制

●  質の高いがん医療を提供するためには、術中迅速病理診断が可能な
体制の確保が重要である。また、新要件では後述のように専任かつ常

勤の病理診断に携わる医師の配置を求めるとともに、必要な手術につ

いては術中迅速診断が可能な体制を求めることとした。

③ 放射線治療の提供体制

●  基本計画では「高度な技術と設備等を必要とする医療については地
域性に配慮した計画的な集約化を図る」とされている。IMRT等の高

度な放射線治療機器等は効果的な配置が必要との指摘があつた。そこ

で、高度な技術と設備等による放射線治療を必要とする患者を当該設

備がある施設へ適切に紹介し、連携できる体制を確保することが要件

として考えられた。

●  放射線治療について更なる安全性の確保のため、放射線治療装置の
線量出力測定についての第二者評価を受けていることを求めことと

する。

④ 病病連携・病診連携の協力体制

●  拠点病院と連携する地域がん診療病院や特定領域がん診療病院と



の間で、地域内での連携やグループ内における医療情報共有のための

インフラ整備を長期的に進めていくことが望ましいとの意見があつ

た。

●  拠点病院の診療実績や診療内容について病病連携のみならず、診療
所との連携においても情報共有がなされることが望ましい。

(2)診療従事者
●  がん対策推進基本計画には、放射線治療の専門医、化学療法の専門
医、精神腫瘍医、専門看護師口認定看護師、放射線治療専門放射線技

師、医学物理士、がん薬物療法認定薬剤師、社会福祉士、臨床心理士、

細胞検査士等を適正に配置することが記載されている。

●  本 WGでは、拠点病院間の格差の是正と質の高い医療の確保のため
には診療従事者の配置を一定程度要件として求める必要があるが、そ

の一方で、要件の設定にあたっては医療資源の現状についても十分考

慮する必要があるとの認識を共有した。

●  この認識に立ち、人材配置に関し求められる事項を以下のように考
える。

① 専門的な知識及び技能を有する医師の配置

●  放射線治療に携わる医師については、その位置づけの重要性と実現
可能性の観点から専任を専従に改めるべきと考えられた。

化学療法に携わる医師についても、その位置づけの重要性と実現可

能性の観点から、常動を必須とすべきと考えられた。

病理診断に携わる医師については、より水準の高いがん医療の提供

のためには迅速病理診断を実施する体制の確保が重要であるが、一方

でその絶対数の不足等も指摘されている。本 WGではこの点検討がな

され、その中で、近年、病理診断医が大学病院から一般病院へ移つて

いく流れがあり、この状況を踏まえれば拠点病院で病理診断医を確保

することも可能ではないかと考えられた。このため、病理診断に携わ

る医師については、専任で常勤を要件とすることが考えられた。

放射線診断に携わる医師の重要性に鑑み、専任かつ原則常勤の医師

の配置を求めるべきと考えられた。

② 専門的な知識及び技能を有するコメディカルスタッフの配置
●  コメディカルスタッフについても、現状を踏まえた上で、がん対
策推進基本計画に記載されている専門職を念頭に、現在配置を求め



られている診療放射線技師、放射線治療に機器の精度管理等に携わ

る技術者等、化学療法に携わる看護師、化学療法に携わる薬剤師、

細胞診断に係る業務に携わる者については、各々、放射線治療専門

放射線技師、医学物理士、がん化学療法看護認定看護師ないしがん

看護専門看護師、がん薬物療法認定薬剤師ないしがん専門薬剤師、

細胞検査士であることが望ましい旨を要件に記載すべきと考えられ

た。

新たに、放射線治療室に専任の常勤看護師の配置を求めるべきと

考えられた。

化学療法に携わる看護師についてはその重要性に鑑み、専従が望

ましいであつたのを原則専従を求めるべきと考えられた。

(3)医療施設
① 年間入院がん患者数

●  現行の要件には、診療実績に関するものとして「年間入院がん患
者数 (1年間に入院したがん患者の延べ人数をいう。)が 1200人
以上であることが望ましい。」との基準があるが、がん診療の一部が

入院診療から外来診療へ移行してきているため、年間入院がん患者

数だけでなく、外来診療の要素や治療実績も含んだより多角的な評

価が必要であると考えられたため、後述するようにこの要件は廃止

し、さらに具体的な診療実績に置き換えられるべきと考えられた。

② 専門的ながん医療を提供するための治療機器及び治療室等の設置

●  現行の要件では、 集中治療室の設置が望ましいとされているが、
拠点病院には集学的治療とともに高度な手術後の管理や、患者急変

時に集中ケアの提供等が求められることから、新たな要件では集中
i 治療室の配置を必須として求める。

2.診療実績
●  基本計画では、拠点病院間に医療技術や実績の格差があるという課
題が指摘され、質の高いがん医療を受けられる医療提供体制を整備す

ることも求められている。

●  このため、各拠点病院は、人材配置や診療提供体制の整備とともに
診療実績も実績が求められている。

●  現行の要件には、診療実績に関するものとして「年間入院がん患者
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数 (1年間に入院したがん患者の延べ人数をいう。)が 1200人以
上であることが望ましい。」との基準があるが、がん診療の一部が入

院診療から外来診療へ移行してきているため、年間入院がん患者数だ

けでなく、外来診療の要素や治療実績も含んだより多角的な評価が必

要であると考えられた。これを実現するため、現行の要件に診療機能

や診療の質を一定程度担保する客観的な指標として、診療実績を追加

することが考えられる。 ィ
:以上のことから、まず、診療実績要件の検討に資するため、現行の

要件である「年間入院がん患者数 (1年間に入院したがん患者の延ベ

人数をいう。)が 1200人以上であることが望ましい。」を参考に、年
間入院がん患者数 1200人程度の拠点病院の診療実績を多角的に分析

した結果、拠点病院に求める診療実績としては、院内がん登録数 (入

院、外来は間わない自施設初回治療分)500件以上、悪性腫瘍手術件
数 400件以上、がんに係る薬物療法 1,000件以上、のべ患者数放射線

治療実数年間 200件以上が自安として望ましいと考えられた:

また、「がん種別についても検討を加えるべき」との指摘もあった。

上記の入院患者数 1200人程度の施設のがん種別の院内がん登録数

を目安とすることについては、拠点病院が、我が国に多いがんについ

て集学的治療口標準的治療を提供することを求められ、その2次医療
圏の中心となるがん診療施設であることを踏まえると、目安として活

用すべきであるという意見がある一方、がん種別の院内がん登録数に

ついては、患者に分かりやすいがん医療を提供するために、現時点で

は、情報公開に積極的に努めることで十分であり、がん種別の院内が

ん登録数までは目安とはせず、むしろ各拠点病院の診療機能向上につ

ながる要件を重視すべきではないかとの意見があつた。

これを踏まえ、がん種別の院内がん登録数をホームページ等でわか

りやすく公表することを求めることとする。

さらに、がん種別 口治療法別 (例 :肺がん手術)の件数も目安とす
ることが検討されたが、現状、肺がん手術や肝がん手術等、一部のが

ん種の治療は一定程度集約されていると考えられることから、これら

の実績を考慮することにより診療機能が分散することが懸念される

ことから目安とはしないが、患者に分かりやすいがん医療を提供する

ためにがん種別 口治療法別の件数をホームベージ等でわかりやすく公

表することは必要との意見があり、これも要件として求めるべきと考

えられた。

また、診療実績は、施設が所在する地域の影響を強く受け、地域の



実情によっても大きく変動する可能性がある。       1
患者数が少ない地域の2次医療圏においては、単純に絶対数として

の診療実績のみを目安とした場合、適切な診療機能を有し当該2次医

療圏に不可欠な拠点病院が十分な診療実績を有していないと評価さ

れてしまう可能性がある。

こうした可能性を考慮し、当該 2次医療圏で居住するがん患者を地

域で中心となつて診療している医療機関については相対的な観点 (具

体的には、当該 2次医療圏、場合によっては隣接する医療圏に居住す

るがん患者をどの程度診療しているか等)を加味することとする。

情報の収集提供体制

(1)相談支援センター
●  患者にとつてわかりにくいとの指摘があることから、病院固有の名
称との併記は認めた上で、名称を「がん相談支援センター」に統Tす

る。

●  また業務内容のさらなる充実が求められることから、相談支援セン
ターの相談員のうち現行 1名のところ、少なくとも2名が国立がん研

究センターの「相談支援センター相談員研修・基礎研修」(1)～ (3)

の修了していることを要件とすべきと考えられた。

●  相談支援の内容について、その内容に応じて、都道府県拠点、地域
拠点、がん診療病院のそれぞれが担うべき内容を明らかにして求める

こととする。

(2)院内がん登録
●  現行のままとする。

(3)その他
●  拠点病院で行つている診療内容を一般にわかりやすく示すため、自
施設で提供するがん種別の医療の情報を病院ホームページ等で公表

することを求める。

●  拠点病院が地域がん診療病院と連携している場合には、そうした連
・携の内容もわかりやすく示す必要があることから、連携先の地域がん

診療病院名やその連携内容、連携実績等を病院ホームページξバンフ

レット、看板等でわかりやすく公表することを求める。



Ⅲ.地域がん診療病院の要件について

地域がん診療病院は、原則として拠点病院のない2次医療圏内に整備するこ

とを目的とする。その役割として、当該 2次医療圏内で受けることが望ましい

がん医療の提供、すなわち、一般的な手術、外来化学療法、緩和ケア、相談支

援 (特に地域連携に関すること)、 がん登録のほか、拠点病院や在宅医療提供機

関との地域連携 (例 :拠点病院で初期治療を終えた患者のフオローアップ、高

度な技術を要する治療や自施設で診療経験が十分にない患者を拠点病院へ紹介

すること、在宅医療提供機関への紹介)等が求められる。 限られた医療資源の
中で、がん医療の質を保ちつつも均てん化を進めていくことが必要である。

1.診療体制
(1)診療機能
① 集学的治療の提供体制及び標準的治療等の提供
●  地域がん診療病院には我が国に多いがんを中心として、集学的治
療 口標準的治療を提供することが求められる。

●  自施設で集学的治療や標準的治療を提供できないがんについてはt
グループ指定された拠点病院と連携することで対応できる体制を確

保することが求められる。

●  また、地域連携の強化、標準的治療の均てん化のため、拠点病院と
同様に我が国に多いがんについてクリティカルパスを整備すること

が求められる (拠点と同様)。

② 手術療法の提供体制

●  利用可能な医療資源を考慮し、一般的な手術療法について、地域が
ん診療病院で可能な手術については行うこととし、当該施設で提供が

困難である手術についてはグループ指定された拠点病院と連携する

ことで提供できる体制を確保することを求める。

●  また、迅速病理診断が必要な手術については、グループ指定された
拠点病院と連携することにより提供できる体制を確保することが求

められる。

③ 化学療法の提供体制

●  化学療法提供時には患者の急変も起こりうることから、急変時等の
緊急時に外来化学療法室において化学療法を提供する当該がん患者

が入院できる体制を確保することを求める (拠点と同様)。



●  化学療法については、合同のカンファレンスを行うなどグルニプと
なる拠点病院との連携のもと、標準的な化学療法を施行できる体制を

確保することを求める。特に、地域がん診療病院には、導入後の安定

したサイクルの化学療法や、比較的リスクの低い化学療法の導入・維

持等の役割が期待される。

④ 放射線療法の提供体制

●  地域がん診療病院においても自施設で放射線治療を提供できるこ
とが望ましいと考えられたが、設備や人材配置の点から自施設で放射

線治療の提供が困難である場合にはグループ指定となる拠点病院と

連携することにより放射線治療を提供できる体制を確保することと

する。

⑤ 病病連携・病診連携の協力体制

●  限られた医療資源の中、質の高い医療を提供するため、地域がん診
療病院は自院で治療可能な医療についてわかりやすく患者に明示し

るとともに自施設で提供することが困難な治療については、グループ

指定の拠点病院と連携をとり、患者が適切な治療が受けられる体制を

確保とり、この内容についてもわかりやすく明示する。

●  なお、グループ指定については、複数の拠点病院とグループになる
ことも可とし、都道府県または、都道府県がん診療連携協議会がその

地域性に応じて検討を行い、拠点病院と地域がん診療病院のグループ

指定の組み合わせを決める。その場合は、中心となって連携する拠点

病院を明確にする。当該拠点病院は、患者の利便性及び連携の実効性

を考慮し、隣接した2次医療圏にあることが望ましいといつた意見が

あつた。

●  連携により、地域がん診療病院の診療水準を担保していく観点から、
拠点病院と症例検討会や研修、人材交流等を通じた定期的な交流を行

う。

●  グルァプ指定を受ける拠点病院との連携を確実なものとするため、
拠点病院からの人材派遣の受け入れや当該がん診療病院の医師等の

スキルアップのための支援に関する人材交流計画の提出を求める。

●  連携を進めていく観点から、長期的には拠点病院、あるいは特定領
域がん診療病院と医療情報を共有できるインフラを整備することが

望ましい。
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⑥ セカンドオピニオンの提示体制

●  我が国に多いがんについて、手術、放射線治療又は化学療法に携わ
る専門的な知識及び技能を有する医師によるセカンドオピニオンを

グループ指定の拠点病院との連携により提示できる体制を有するこ

とを求める。

(2)診療従事者
●  現状の医療資源を考慮しつつ、地域がん診療病院に求められる機能
を踏まえ、提供するがん医療の質を損なうことなく適切な医療を提供

するため、以下のとおり考えることとした。

① 専門的な知識及び技能を有する医師の配置

●  自施設において、放射線治療を実施する場合には、専任の放射線治
療に携わる医師を1人以上配置することを求める。
●  化学療法に携わる医師については常勤かつ原則専任の医師を 1人
以上配置することを求める。

●  専任の病理診断に携わる医師を1人以上配置することが望ましい
と考えられた。

② 専門的な知識及び技能を有するコメディカルスタッフの配置
●  放射線治療を実施する場合には、専従かつ常勤の診療放射線技師の
1人以上の配置を求める。

●  放射線治療を実施する場合には専任の常勤の看護師を 1人以上配
置することが望ましいと考えられた。

●  外来化学療法室に専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能
を有する常勤の看護師を 1人以上配置することを求める。当該看護師
は専従であることが望ましい。

●  専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の薬     ・
剤師を 1人以上配置することが望ましいと考えられた。
●  専任の細胞診断に係る業務に携わる者を1人以上配置することを
求める。

●  診療放射線技師、化学療法に携わる看護師、細胞診断に係る業務に
携わる者は、各々、放射線治療専門放射線技師、がん化学療法看護認

定看護師ないしがん看護専門看護師、細胞検査士であることが望まし

いと考えられた。
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(3)医療施設
●  放射線治療機器については、自施設で放射線治療を提供する場合に
は、放射線治療機器の設置を求める。

●  地域がん診療病院において外来で化学療法の提供が求められるこ
とから、外来化学療法室の設置を求める (拠点と同様)。

●  集中治療室については、地域がん診療病院で提供される医療内容や
現状の医療資源も考慮し、設置することが望ましいと考えられた。

●  白血病等を専門とする分野に掲げる場合には、無菌病室の設置を求
める。

●  地域がん診療病院においても、施設内禁煙を求める (拠点病院と同
様)。

2.診療実績
●  地域がん診療病院は我が国に多いがんを中心として、集学的治療 ロ

標準的治療を提供する一方で、自施設で集学的治療や標準的治療を提

供できないがんについては、グループ指定により拠点病院と連携する

ことで対応できる体制を確保する。

●  このように、地域がん診療病院は、拠点病院の存在しない2次医療
圏をカバーし、がん患者の診療の起点となることが求められているこ

とから、実績については当該 2次医療圏のがん患者をどの程度診療し

ているかを目安とし、個別に判断することとする。

3.相談支援 口情報提供・院内がん登録
(1)相談支援センター
●  相談支援センターに関しては、当該 2次医療圏内の必要な情報提供
は行う必要があるため、基本的に拠点病院に準じた要件が必須となる

ため、現行の拠点病院と同等の基準を求め、国立がん研究センターに

よる研修を修了した専従及び専任の相談支援に携わる者を 1人ずつ

配置することを求めることとする。

●  一方で業務内容については集約すべき箇所は集約した方がよいと
の意見があることから、現在拠点病院の相談支援センターに求められ

ている機能を基本的には求めつつ、アスベストによる肺がん及び中皮

腫に関する医療相談とHttLV-1関連疾患であるATLに関する医療相談に

ついては、グループ指定となる拠点病院との連携により対応すること

も可能であると考えられた。
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(2)院内がん登録
●  地域のがん発生状況や、正確ながん統計の把握は重要であることか
ら、院内がん登録は以下のとおり、拠点病院と同等の基準を要件とす

る。

●  国立がん研究センターによる研修を受講した院内がん登録の実務
を担う者を 1人以上配置することを求める。

●  院内がん登録の集計結果等の国立がん研究センターのがん対策情
報センターヘの情報提供や当該都道府県が行う地域がん登録事業に

積極的に協力することも求める。

Ⅳ.特定領域がん診療病院の要件について
●  特定領域のがん種について、当該都道府県内の大半を占める診療実
績を有し、所属する都道府県が推薦することを要件とする。

●  特定領域がん診療病院は同-2次医療圏に拠点病院があるかどう       |
かに関わらず指定を行うこととする。

・を譲TF埋ボ象鷲量順層駆彗思⑫醜霜摺⑬已   |
応可能な病態・治療法及び、拠点病院との連携のもと対応可能な病

態・治療法を患者に病院ホームページ、パンフレット、看板などでわ       |
かりやすく示すこととする。

●  がん種に応じて必要な治療法が異なるため、診療従事者、診療実績、       |
医療施設における要件はがん種に応じた個別の考慮も行う。

●  緊急な治療が必要なものも含め、個々の患者の病態に応じて、特定
領域がん診療病院と拠点病院が協カヨ役割分担し、適切ながん医療を       |
提供することとする。(拠点⇔特定)

●  特定領域における高い診療技術や知識を共有する観点からt拠点病
院、 あるいは地域がん診療病院との人材交流、技術提携、合同のカ
ンフアレンスなどを行うことを求める。           1
●  拠点病院と地域がん診療病院と医療のみならず、相談支援センター
ヽにおいても、定期的な交流を行い、情報共有等を図る。

●  長期的には、拠点病院と医療情報を共有できるインフラを整備して
いくことが望ましい。
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V.都道府県がん診療連携拠点病院の要件について
① 都道府県協議会を活用した情報共有、県内の情報の集約と情報発信

●  さらなる強化のため具体的な取組として、都道府県がん診療連携協
議会を活用し、国立がん研究センターが開催する都道府県がん診療連

携拠点病院を集めた会合で共有された事項は確実に拠点病院にも連

絡することや、県内の医療機関の診療機能、緩和ケア外来、相談支援

センター、患者サロン、患者支援団体、在宅医療等について、冊子や

ホームページ等で情報発信していくこと等が望ましい。

② 相談支援センターの機能強化 (教育機能)

●  都道府県拠点病院または県内において相談支援センターの機能の
高い拠点病院の相談員のうち、少なくとも1人は国立がん研究センタ

ーの指導者研修 (※ )を修了することを求める。

※「相談支援センター相談員指導者研修」では地域で相談員の継続教育

に携わる人材を養成するため、研修企画 口運営のための知識や教材づ

くり、グループワークのためのフアシリテーションスキルを学ぶこと

としている。

●  また、都道府県拠点病院が中心となつて、県内の相談員の継続的な
スキルアップを目的とした研修を実施することが望ましいと考えら

れた。      ,
1  都道府県拠点の求める相談支援の機能として、就労に関することや
当該都道府県内で行われている臨床試験に関する情報提供、希少がん

に関する医療相談を提供できる医療施設の提供が実施できることが

望ましいと考えられた。 .  '

Ⅵ.PDCAサイクルの確保 (実地調査の実施)について
●  検討会では都道府県協議会で検討すべき内容を明確にし、都道府県
内の拠点病院間の情報共有を図ること、国立がん研究センターを中心

とした都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会を活用し、情報共有

を図る等、実地調査に加えて、PDCAサイクルを確保する仕組みが求

められるとの意見があつた。

●  拠点病院の機能を改善していくため、都道府県がん診療連携拠点病
院連絡協議会は、都道府県がん診療連携拠点病院の実地調査や都道府

県がん診療連携拠点病院からの報告をもとに全国の地域がん診療連

携拠点病院の診療機能や診療実績、地域連携に関する実績や活動状況
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の他、患者 00Lについて把握 口評価し、課題を明らかにして、必要に

応 じて都道府県がん診療連携拠点病院に改善を求めるなど、PDCAサ

イクルを確保する仕組みを設ける。

拠点病院の機能を改善 していくため、都道府県がん診療連携拠点病

院は、地域がん診療連携拠点病院の実地調査や地域がん診療連携拠点

病院からの報告をもとに都道府県内の地域がん診療連携拠点病院の

診療機能や診療実績、地域連携に関する実績や活動状況の他、患者

00Lについて把握・評価 し、課題を明らかにして、必要に応 じて改善

を求め、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会に報告をするなど、

PDCAサイクルを確保する仕組みを設ける。

同様に拠点病院の機能を改善していくため、地域がん診療連携拠点

病院は自院の診療機能や診療実績、地域連携に関する実績や活動状況

の他、患者 00Lについて把握 口評価し、課題を明らかにして、必要に

応 じて改善を求めるなど、PDCAサイクルを確保 し、都道府県がん診

療連携拠点病院に報告を行う仕組みを設ける。

本 WGにおいては PDCAサイクルの確保とともに、実地調査を行う際

には、医療従事者に過度な負担にならないよう配慮した上で、実地調

査の頻度、 1回 あた りの時間、調査メンバー、調査すべき事項、調査

に基づく意見交換、調査結果の公表等をあらかじめ決めて'お く必要が

あり、実地調査に当たつてガイ ドライン等を作成することが望ましい

との意見があつた。

その他、拠点病院等のあり方に係る指摘について

●  今後、空自の2次医療圏については、地域がん診療病院においてカ
バーされていくと考えられる。

●  一方で都市部には、拠点病院には指定されていないものの拠点病院
と同等の診療体制を有し、多くのがん患者の診療を行つている施設が

相当数あると考えられる。

●  今後はこうした施設も拠点病院のネットワークの連携に含まれて
いくことが患者の利益にかなうとも考えられることから、拠点の指定

については、今後も一定の柔軟性を維持してくことも重要であると考

えられた。

●  また、複数の都道府県がん診療連携拠点病院がある場合には、それ
ぞれにこのような窓口部門を設置し、役割分担、協力をすることとし

てはどうか。
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●  都道府県がん診療連携拠点病院に県内の拠点病院のとりまとめを
行う窓口となる部門を設置し、事務スタッフを含めた専従スタッフを

配置することが望ましいとしてはどうか。

●  拠点病院には各科横断する機能を持つた腫瘍センターが必要では
4ェ い か 。

●  拠点病院は、資格取得のための休職や、資格取得後や研修後にその
能力が活かされるよう人事上の配慮をすることが望ましいのではな

い か ら
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手術療法の提供体制
一般的な手術療法については地域がん診療病院で

可能な手術については行うこととし、当腋施設で提供
が困難である手術についてはグループ指定により拠
点病院と連携することで提供‐ る体制を確保するこ
と。
術中迅速病理診断が必要な手術については、グ
ループ指定により拠点病院と連携することにより提供
できる体制を確保することが望ましい。

化学療法の提供体制
急変時等の緊急時に外来化学療法室において化学
療法を提供する当腋がん患者が入院できる体制を確保
すること。
グループとなる拠点病院との連携のもと、合同のカン
ファレンス等で確認した標準的な化学療法を施行できる
体制を確保すること。

放射線治療の提供体制
放射線治療を行う場合は、放射線治療を提供する
機器を設置すること。提供が困難である場合にはグ
ループ指定となる拠点病院と連携することにより放射
線治療を提供できる体制を確保すること。

ウ カくん患者の病態に応じたより適切ながん医療を提供
できるよう、キャンサ=ボード(手術、放射線療法及び化
学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師、
病理診断に撲わる専門的な知識及び技能を有する医師、
その他の専門を異にする医師年によるがん患者の症状、
状態及び治療方針等を意見交換・共有・検討・確認等す
るためのカンフアレンスをいう。)を設置し、我が国に多い
がんにおいて少なくとも月に1回以上開催することゎ

手術療法の提供体制
必要な手術については術中迅速病理診断を実
施できる体制を整備すること。

化学療法の提供体制
現行の要件に加え、グループとなる地域がん診療病
院と定期的な合同のカンファレンス等を行い、標準的な
化学療法について共有する体制を確保すること。

放射線治療の提供体制
lMRT等の高度な技術と設備等による放射線治療を必

要とする患者を、当該設備がある施設へ適切に紹介し、
連携できる体制を確保することが望ましい。
グループ指定の地域がん診療病院で対応できない放
射線治療を必要とする患者を積極的に受け入れ、放射線
治療を提供すること。

的治凛や標準的治療等を提供できないがん種につい

ては、グループ指定の拠点病院を含む他の医療機関

との連携I=よつて対応できる体制を確保すること。

集学的治療の提供体制及び標準的治療等の提供

ウ がん患者の病態に応じたより適切ながん医療を
提供できるよう、キャンサーボード〈手術、放射線療
法及び化学療法に携わる専門的な知識及び技能を
有する医師その他の専門を異にする医師年による
がん患者の症状、状態及び治療方針等を意見交
換・共有・検討・確認等するためのカンフアレンスを
いう。以下同じ。)を設置し、定期的に開催すること。

化学療法の提供体制
ア 急空時等の緊急時に(3)の②のイに規定する
外来化学療法室において化学療法を提供する当骸
がん患者が入院できる体制を確保すること。
イ 化学療法のレジメン(治療内容をいう。)を審査
し、組織的に管理する委員会を設置すること。なお、
当該委員会は、必要に応じて、キャンサーボードと
連携協力すること。

がん診療連携拠点病院等の要件見直し(案 )
※緩和ケアに関する要件は「緩和ケア推進検討会」での議論をもとに策定予定。

鳳
日

日



がん診療連携拠点病院等の要件見直し(案 )
※緩和ケアに関する要件は「緩和ケア推進検討会」での議論をもとに策定予定。

要件見直し上の考え方 :拠点病院間の格差の是正と質の高い医療の確保のためには一定程度、診療従事者の配置を

要件として求めることが必要である一方で、その要件の設定にあたつては現状も十分踏まえる必要がある。

・専従の放射線治療に携わる専門的な知

識及び技能を有する医師を1人以上配置
すること。なお、当該医師については、原
則として常勤であること。

・専任の放射線診断に携わる専門的な知
識及び技能を有する医師を1人以上配置
すること̀なお、当該医師については、原
則として常勤であること。

・専任の化学療法に携わる専門的な知識
及び技能を有する常勤の医師を1人以上
配置すること。なお、当該医師について
は、専従であることが望ましい。

・専任の病理診断に携わる常勤の医師を
1人以上配置すること。なお、当該医師に
ついては、専従であることが望ましい。

・放射線治療を行う場合には専任の放射

線治療に携わる専門的な知識及び技能を
有する医師を1人以上配置すること。

・化学療法に携わる専門的な知識及び

技能を有する常勤の医師を1人以上配置
すること。なお、当該医師については、
専任であることが望ましい。

・専任の病理診断に携わる医師を1人

以上配置することが望ましい。

・専任の放射線療法に携わる専門的な

知識及び技能を有する医師を1人以上

配置すること。なお、当該医師について
は、原則と 【常勤であ生 と。生た _
専従であることが望ましい。

・専任の化学療法に携わる専門的な知

識及び技能を有する医師を1人以上配

置すること。なお、当該医師については、

原員1と L_C常勤工品 勇生また、専従
であることが望ましい。

・専従Q病理診断に携わる医師を1人
以上配置すること。なお、当該医師に
ついては側 砕 勤であ征 と。



がん診療連携拠点病院等の要件見直し(案 )
L[墓輌譴績饉事断罰氏曰鯰饉所勧刺L州の購』 

※緩和ケアに関する要件は「緩和ケア推進検討会」での議論をもとに策定予定。

・放射線治療を行う場合は、専従の放射線治
療に携わる常勤の診療放射線技師を1人以
上配置すること。なお、当該技師は日本放射

・放射線治療を行う場合は、放射線治療室に

専任の常勤看護師を1人以上配置することが
望ましい。

・外来化学療法室に専任の化学療法に携わる

専門的な知識及び技能を有する常勤の看護
師を1人以上配置すること。当該看護師は専
従であることが望ましい。なお当骸看護師は

日本看護協会が認定するがん化学・・A法看謹
認定看護師であることが望ましい。

・専任の化学療法に携わる専門的な知識及び

技能を有する常勤の薬剤師を1人以上配置す
ることが望ましい。

・専任の細胞診断に係る業務に携わる者を

1人以上配置すること。なお当該細胞診断に

ましいn

・専従の放射線治療に携わる常勤の診療
放射線技師を1人以上配置すること。
なお、当該技師は日本放射線治療専門放射

線技師認定機構が認定する放射線治療専門
放射線技師であることが望ましい。

・専任の放射線治療における機器の精度管理、
照射計画の検証、照射計画補助作業等に携
わる常勤の技術者等を1人以上配置すること。

・放射線治寝室に専任の常動看護師を1人以
上配置すること。

・外来化学療法室に専任の化学療法に携わる
専門的な知識及び技能を有する常勤の看護
師を1人以上配置すること。当該看護師は屋
則専従とする。なお当該看護師は日本看護協

・専任の化学療法に携わる専門的な知識及び

技能を有する常勤の薬剤師を1人以上配置す
ること。なお当該薬剤師は日本病院薬剤師会

が認定するがん薬物療法認定薬剤師、または

日本医療薬学会が認定するがん専門薬剤師
であることが望ましい。
・細胞診断に係る業務に携わる者を1人以上
配置すること。なお当該細胞診断に係る業務

に携わる者は日本臨床細胞学会が認定する
細胞検査士であることが望ましい。

・専従の放射線治療に携わる常勤の

診療放射線技師を1人以上配置する
こと。

・専任の放射線治療における機器の

精度管理、照射計画の検証、照射計

画補助作業等に携わる常勤の技術者
等を1人以上配置すること。

日外来化学療法室に専任の化学療法
に携わる専門的な知識及び技能を有
する常勤の看護師を1人以上配置す
ること。当該看護師は専従であること
が望ましい。

・専任のイヒ学療法に携わる専門的な
知識及び技能を有する常勤の薬剤師
を1人以上配置すること。

・細胞診断に係る業務に携わる者を
1人以上配置することが望ましい。



がん診療連携拠点病院等の要件見直し(案 )
※緩和ケアに関する要件は「緩和ケア推進検討会」での議論をもとに策定予定。

|千 1・ .1.1

ア 放射線治療機器を設置すること。
イ 外来化学療法室を設置すること

ウ 集中治療室を設置すること。
工 白血病を専門とする分野に掲げる

場合は、無菌室を設置すること

オ 病理診断室を設置すること。
力 がん患者及びその家族が,いの

悩みや体験等を語り合うための

場を設けることが望ましい。

ア 放射線治療機器を設置すること。

イ 外来化学療法室を設置すること

ウ 集中治療室を設置することが

望ましい。
工 白血病を専門とする分野に掲げる

場合は、無菌室を設置すること。

オ がん患者及びその家族が ,いの

悩みや体験等を語り合うための

場を設けることが望ましい。

ア放射線治療を行う場合には、

放射線治療機器を設置すること。
イ外来化学療法室を設置すること。

ウ集中治療室を設置することが

望ましい。
工 白血病を専門とする分野に掲げる

場合は、無菌室を設置すること

オ病理診断室を設置すること。
力がん患者及びその家族が′いの悩み

や体験等を語り合うための 場を設け

ることが望ましい。

:‐  診療実績
下記1または2を満たすことが望ましい。

コ 絶対数での評価
・院内がん登録数  500件以上が望ましい
。悪性腫瘍手術件数 400件以上が望ましい
・がんに係る薬物療法のべ患者数

1000件以上が望ましい
。放射線治療実数  200件以上が望ましい。
これらの数値は、拠点病院指定の診療実績

を評価する際の目安として活用することが

考えられる。

2_相対的な評価
患者数が少ない地域の2次医療圏において、
当該2次医療日のがん患者をどの程度診療し

ているかを目安とし、実績を考慮する。

年間入院がん患者数が1200
人以上であることが望ましい。

口当該2次医療圏のがん患者をどの

程度診療しているかを目安とし、

指定に当たり個別に判断すること

とする。



がん診療連携拠点病院等の要件見直し(案 )
※緩和ケアに関する要件は「緩和ケア推進検討会」での議論をもとに策定予定。

要件見直し上の考え方 :医療機関の中には、5大がんすべてに関する集学的診療機能を有していないが、特定のが

ん種について拠点病院よりも高度な診療機能を有し、診療実績を持つ医療機関も存在する。地域の診療機能を高め
ていくためにはこれらの医療機関の役割を患者に公表した上で明確にし、既存の拠点病院とグループ指定する。

口基本的に地域がん診療連携拠点病院の要件を満たし、特定領域で集学的治療を提供できること。

・特定領域における高い診療技術や知識を共有する観点から、拠点病院、あるいは地域がん診療病院と

の人材交流、技術提携、合同のカンファレンスなどを行うこと。

口治療の副作用等による緊急の治療が必要な際に、グループ指定の拠点病院と緊密な連携がとれること。

・特定領域のがん診療について拠点病院に準じた人的配置等を有していること。

・地域がん診療連携拠点病院の要件を満たすこと。ただし、がん種に応じて治療法が異なるため、指定に当たり

要件は個別に判断することとする。

・特定のがん種について、当該都道府県内の大半を占める診療実績を有し、所属する都道府県が推薦すること。
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資 料 3

第3回WGおよびその後頂いた主なご意見

1.地域がん診療連携拠点病院の要件について

【診療機能】

O診療科横断的なキャンサーボードの機能を強化するためには、「腫瘍センター

(仮 )」 のような各診療科よリー段高い実施主体が必要であり、そのような組織

の設置を要件として求めるべきではないか。

Oがん診療病院とグループ指定を受ける拠点病院に対しては、確実な連携を確
保するため、例えば、次のような人材交流計画の提出を求めることとしてはど

うか。

・拠点病院からがん診療病院べの人材派遣 (専門的知識口技能を有する医師等)

・がん診療病院の医師のスキルアップのための支援 (手術見学、手術補佐の機

会の提供等)        ′

O術中迅速病理診断を確実に実施できる体制の確保を要件とする際、遠隔診断
でもよいこととしてはどうか。

【診療従事者】

○放射線治療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師について、「原則と

して常勤であること」は現行のままとした上で、「専任」を「専従」にしては

どうか。

O新たに放射線診断に携わる専門的な知識及び技能を有する医師の配置を求め
るこどとしてはどうか。その際、専任であることを求め、原員1と して常勤であ

り、専従であることが望ましいとしてはどうか。

O化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師について常勤であるこ

とを必要条件として求めてはどうか。

O病理診断に携わる医師について、常勤とした上で「専従」を「専任とし、専
1 
従が望ましい」としてはどうか。

O放射線治療に従事する者として、新たに放射線治療室に専任の常勤看護師を
配置することとした上で、その者について、がん看護専門看護師あるいは放射

線療法看護認定看護師が望ましいとしてはどうか。

O外来化学療法室に配置する専門的知識 口技能を有する看護師について、新た
に原則専従とすることとした上で、その者は看護専門看護師またはがん化学療

法看護認定看護師が望ましいとしてはどうか。
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○細胞診断に係る業務に携わる者について、「原則専任であることが望ましい。」

と追記してはどうか。

【医療施設】

○放射線治療装置の線量出力測定について、第二者評価を受けることを原則と

してはどうか。

【診療実績】

○現在のがん医療が入院診療から外来診療へ移行してきていることから、現行

の年間入院がん患者数 1200人 以上が望ましいという要件を廃止し、院内が
ん登録件数や薬物療法患者数等の外来を含めた実績で評価すべきではないか。

○同様に、地域でのカバー率による相対的な評価を行う際にも外来の視点を含

んだ指標で評価する必要があるのではないか。

○相談支援センターにコンシェルジュのような人員を窓口として配置してはど

うか。また、パイロット事業などはできないか。

2.地域がん診療病院の要件について

【診機機能】
~○
がん診療病院に対してはグループ指定を受ける拠点病院との連携を確実な者

とするため、例えば、次のような人材交流計画の提出を求めることとしてはど

うか。

・拠点病院からの人材派遣の受け入れ
口当該がん診療病院の医師等のスキルアップのための支援 (拠点病院での診療

機会の確保や研修への参加への支援)

【診療従事者】

○放射線治療を行う場合、放射線治療に携わる医師について「専従」を求めて

はどうか。                          ′

○病理診断に携わる医師について「専従」を「専任」としてはどうか。

○「病理標本作製が可能な臨床検査技師1人以上を配置すること」を追加して

はどうか。

【医療施設】

○術中迅速にも対応できる、院内で病理標本作製を行う病理室を設置すること

を要件としてはどうか。
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【病病連携・病診連携の協力体制】

○地域がん診療病院に求められる機能として、在宅医療提携機関との地域連携

について検討すべきではないか。

Q.都道府県がん診療連携拠点病院の要件について   、

○都道府県内において、拠点病院の診療機能等に関し、PDCAサイクルを機能さ

せるため、例えば、都道府県知事による拠点病院等の推薦に際し、都道府県が

ん診療連携拠点病院またはそれが設置する都道府県がん診療連携協議会の意見

を聞くこととするなど、一定の権限を持たせることとしてはどうか。

○都道府県がん診療連携協議会の検討事項として、新たな枠組みであるがん診

療病院と拠点病院とのグループ指定に関し、都道府県内のがん診療を俯敢し、

必要な調整を行うことを明記してはどうか。

4.その他 (上記全てに関連する事項等 )

○相談支援口情報提供について、その内容に応じて、都道府県拠点、地域拠点、

がん診療病院のそれぞれが担うべき内容を明らかにして求めることとしてはど

うか。

O地域連携等の業務については、現在、相談支援センターではなく、地域医療
連携センター等の別部門で実施されている施設もあることから、相談支援セン

ター以外で実施している場合にはその旨明らかにすることとしてはどうか。ま

た、相談支援センターの業務内容を以下の様に整理してはどうか。

①がんの治療、がんの予防・早期発見に関する一般的な情報提供と相談支援

②がんの療養生活に関する情報提供と相談支援

③患者活動の支援 (患者会への支援、患者サロン、ピサポートなど)

④相談支援センターの広報・周知活動/ネットワーク作り

⑤相談員教育と支援サービス向上に向けた取り組み

⑥ その他相談支援に関すること

O拠点病院における臨床研究を推進するため、「臨床研究に積極的に取り組み、
その実施のための組織的支援体制 (臨床研究支援部、CRCの配置等)を整備する
ことや、実施している臨床研究に関する広報を十分に行うこと」としてはどう

か。
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○拠点病院における研究者主導臨床試験を推進するため、拠点病院には「その

実施もしくはそれに参加する場合には、それを支援する専従また|ま専任の臨床

研究コーディネーター (CRC)を 1名以上配置すること。」としてはどうか。ま

た、「研究者主導臨床試験を実施もしくは参加する場合には、それに必要な業

務を適切に支援し、研究の科学性および倫理性を確保する体制を構築口維持す

ること。」としてはどうか。

○主に都市部においては、2次医療圏内のがん患者に対し、拠点病院以外の集

学的治療可能な医療機関で診療を提供している実態があり、拠点病院の要件を

満たす場合には、そのような医療機関も拠点病院として指定するとともに、同

一圏域内で複数の医療機関が拠点病院として指定されている場合についての拠

点病院の連携について要件を示すべきではないか。
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参考資料1

「がん診療提供体制のあり方に関するワーキンググループ」開催要綱

趣旨

全国どこでも質の高い医療を受けることができるよう、がん医療の均てん

化を推進するため、がん診療連携拠点病院 (以下「拠点病院」という。)の整
備が進められ、平成24年 4月 1日現在397施設が指定されている。
しかし、拠点病院の間に大きな診療機能の格差があること、未だ拠点病院

が指定されていない2次医療圏が 107あること、さらに高齢化社会やがん
患者の多様化するニーズを踏まえ、拠点病院以外の医療機関等との連携も重

要であることなどいくつかの課題が指摘されている。

こうした課題を検討するため、平成24年 12月 に「がん診療提供体制の
あり方に関する検討会」が設置され、3回の開催を経て、平成25年 4月 に
「今後のがん診療提供体制のあり方について (特にがん診療連携拠点病院に

関すること)」 (以下「中間とりまとめ」という。)がとりまとめられた。また、

検討会において、中間とりまとめを踏まえた拠点病院等の具体的な指定要件

案については、検討会のもとにワーキンググループを設置し、検討すること

が決定された。     ,
これを受け、本ワーキンググループでは、拠点病院等の指定要件を検討す

ることとする。

2. 検討事項
(1)拠点病院の指定要件の見直し
(2)地域がん診療病院 (仮称)の指定要件の策定
(3)その他拠点病院に関すること

3. その他
(1)本ワーキンググループは健康局長が別紙の構成員の参集を求めて開催
する。

(2)本ワーキンググループには、構成員の互選により座長をおき、ワーキン
ググループを統括する。

(3)本ワーキンググループには、必要に応じ、別紙構成員以外の有識者等の
参集を依頼することができるものとする。

(4)本ワーキンググループは、原則として公開とする。
(5)本ワーキンググループの庶務は、厚生労働省健康局がん対策・健康増進
課が行う。

(6)この要綱に定めるもののほか、本ヮーキンググループの開催に必要な事
項は、座長が健康局長と協議の上、定める。

(7)ワーキンググループで得られた成果は、「がん診療提供体制のあり方に
関する検討会」に報告する。



別紙

「がん診療提供体制のあり方に関するワーキンググループ」 構成員名簿

池山 晴人  独立行政法人国立病院機構 近畿中央胸部疾患センター
地域医療連携室 医療相談係長

大西 洋   山梨大学医学部放射線医学講座・放射線科准教授

蒲生 真紀夫 大崎市民病院がんセンター長

黒田 一   国際医療福祉大学教授 病理診断科部長

調  憲   九州大学大学院医学研究院 消化器・総合外科分野准教授

花出 正美  公益財団法人がん研究会有明病院 看護部 看護師長

山内 英子  聖路加国際病院ブレス トセンター長 乳腺外科部長

若尾 文彦  独立行政法人国立がん研究センターがん対策情報センター長

(五十音順)



参考資料2

厚生労働省指定のがん診療連携拠点病院童i不在の
2次医療圏のがん医療の提供体制について

厚生労働省指定のがん診療連携拠点病院が不在の 2次医療圏 (注 1)の うち、
DPC対象病院 (注 2)が存在している82医療圏で、それぞれの医療圏で最も一
般病床数が多い病院 (都道府県指定の病院がある場合は都道府県指定の病院)

を対象にデータの解析を行つた。

●全がんの入院件数について

年間で 10件未満の病院が 1病院

年間 1200件 を超える病院は 5病院

最も件数の多い病院は、年間 1819件

平均±SD 465.9± 401.0

(10件未満の病院については、4.5件として計算を行つた)
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注 1 2次医療日については、平成 23年 10月 時点のものに基づいて調査を行つた。
注 2 DPCに ついては、平成23年度のデータに基づいて計算を行つた。

平 成 23年 度 「 DPC導 入の影響評 価 に関す る調査結 果及 び評 価 」最 終報告
(http:/かⅢ.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000002hs91.html)の 参考資料 1(15)手術・化学療

法・放射線療法・全身麻酔について・参考資料 2(7)疾患別・手術別集計
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●全がんの入院手術件数について

年間で 10件未満の病院が 10病院

最も件数の多い病院は、年間 645件

平均±SD l15.8± 121.2

(10件未満の病院については、4.5件として計算を行つた)
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●入院イヒ学療法件数について

年間で 0件の病院が 1病院、1～ 9件の病院が 2病院

最も件数の多い病院は、年間 892件

平均±SD 236.5± 198.3
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●入院放射線療法件数について
｀
年間で 0件の病院が 51病院、1～ 9件の病院が 10病院

最も件数の多い病院は、年間 126件

平均±SD 12.1± 25.6
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【参考】 DPCの分析の対象外のもとしては、移植手術症例 (血液疾患で特に多い)や、

治験対象症例 (化学療法症例で特に多い)、 平成23年度時点では保険適用とな

つていない内視鏡手術支援ロボット (『ダ・ヴィンチ』等)による前立腺がん

等の手術症例 (前立腺がんは平成24年度より保険適用)は、本分析においてカ

ウントされない。詳細は以下の通り。

・ 診療録情報の重複提出

・ 在院日数1日 以下 (外泊日数含む)

・ 外泊〉=在院日数

・ 年齢0歳未満120歳超

・ 入退院年月日、生年月日の誤り

。一般病棟以外の病棟との移動あり (DPC対象病棟となる入院料を算定して

いないもの)

・ 24時間以内の死亡                      ヽ

・ 移植手術あり

・ 自費のみ
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・ DPC該当せず

。4月 1日 以前入院、4月 から翌年 3月退院以外のもの

・ 治験の実施

・ 生後7日以内の死亡

。厚生労働大臣が定めるもの (平成22年診療報酬改定により保険適用となっ

た手術等を受けた患者)
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都道府県拠点口地域拠点口診療病院における
相談支援センター機能の役割分担イメージ

一般性

剛
圏

圏

性

性
門
少

専

希
連携マネジメント



(資料 1)都道府県拠点口_地域拠点口診療病院における相談支援センター業務の役割分担 (案 )

①治療関係の情報提供と相談対応

(ア )がんの一般的な情報について O ○ ○ O

(イ )がんの標準治療に関する情報について ○ ○ O ○

(ウ )担当医療圏の一般的ながん診療を行う治療実施施設や治療成績に関

する情報について
○ ○ O ○

(工 )都道府県内の一般的ながん診療を行う治療実施施設や治療成績に関

する情報について
O ○ ○ ○

(オ )全国の一般的ながん診療を行う治療実施施設や治療成績に関する情

報について
○ ○

(力 )担 当医療日の稀少がんの治療実績施設や治療成績に関する情報につ

いて
○ ※

(キ )都道府県内の稀少がんの治療実績施設や治療成績に関する情報につ

い ¬C
○ ※

(ク )全国の稀少がんの治療実績施設や治療成績に関する情報について ○

(ケ )アスペストによる肺がんおよび中皮腫の治療実施施設や治療成績に

関する情報について
○ ※

(コ )ATL(成人 T細胞白血病リンパ腫)の治療実施施設や治療成績に関す
る情報について

○ ※

(サ)担当医療圏で行われている臨床試験の内容、実施施設、実施担当医に

関する情報について
○ ※

(シ)都道府県で行われている臨床試験の内容、実施施設、実施担当医に関

する情報について
○ ※

(ス )全国で行われている臨床試験の内容、実施施設、実施担当医に関する

情報について
○

②療養関係の情報提供と相談対応

(セ )担当医療圏における医療福祉関連施設 (療養先)の情報について ○ ○ ○ ○

(ソ )都道府県内全域における医療福祉関連施設 (療養先)の情報について ○ ○ ○ ○

(夕 )全国のおける医療福祉関連施設 (療養先)の情報について ○ ○

(チ )就労に関する相談について ○ ○ ○ ○

③患者活動の支援

(ツ)患者会、患者支援団体に関する相談について ○ ○ ○ ○

(テ )患者会への支援について ○ ○

(卜 )患者サロンについて ○ ○ ○ ○

(ナ )ピアサポー トについて ○ ○ ○ ○

④相談支援センターの広報・周知活動/ネットワークづくりい

(二 )患者・一般向けの講演会等について ○
○

グループ開催可

(ヌ )地域の医療者向け研修会・講演会等について ○
○

グループ開催可

(ネ )相談支援センター間の情報共有・連携・調整の場の設定について 県下 グループ

(ノ )相談支援センターの周知活動について 県下 グループ 自施設 自施設

⑤相談員教育と支援サービス向上に向けた取り組み

(ハ)相談員教育について ○ ○ ○ ○

(ヒ )相談員向け研修プログラムの企画について 県下 グループ

(フ )相談者からのフィーバック ○ ○ ○ O

⑥連携業務

(へ)一般的な案内・受付等 ○ ○ ○ ○

(ホ)地域連携について ○ ○ ○ O

※指定を受ける特定領域のがん種が該当する場合は、当該相談支援および情報収集と提供をおこなう       1.01

Ｉ
Ｎ
Ｉ



年間がん罹患者数 都道府県数 備考

5000人未満 3 最小 0.4万人 (鳥取県)

5000～ 1万人未満 20

1～ 2万人未満 14

2万人以上 10 最大 6.4万人 (東京都)

(資料 2)  「都道府県別年間がん罹患数と相談員配置人数の検討例」

(1)都道府県別の年間がん罹患者数

注)国立がん研究センターがん対策情報センター

人口動態統計による都道府県別がん死亡データ 2011年都道府県別死亡者数より試算 (死亡者数×2)

(2)拠点別の相談員数、基礎研修 (3)修了者数、指導者研修修了者数の検討例

1)相 当人数の過半数以上は、専従であること

2)基 礎研修 3修了者数は、1)の相当人数、端数が出る場合は、切り上げの人数
3)都 道府県拠点病院は、都道府県に 1施設とした場合に、がん罹患者 4人に 1人が利用すると仮定した

相談件数に対応できる相談員数で試算 (相談員 1日 1人あたり5件、年間 250日 として計算)

‐
∞
‐

年間がん

罹患者数

員

数

談

当

相

相

相談員の

配置
担当事務

基礎研修 3

修了者数
指導者研修修了者数

専従 専任 専任 病院内 当該県内

都道府県拠点病院

1万人

未満
2人相当

2 0
2 2 略

嘘
3

2

1-2万人 3人相当

3 0

3 3 略
嘘

62 2

4

2万人

以上
4人相当

4 0

4 4 略
嘘

9

3 2

2 4

6

地域がん診療連携拠点病院

2人相当
2 0

2
2

L がん診療病院 (仮称)

メ結二
人

1 0 1

「
特定領域がん診療病院 (仮称)

※機関の規模と指定機関数が想定できない

1. 5人

相当
1 0 1



(3)試算した相談件数と対応相談員数 (都道府県拠点のみ試算)

対応相談員数

相談員

相当数
担当事務

年間がん

罹患者数

相談員1人/日 5件

年間 250日換算

して

都道府県拠点病院

25004牛

～5000件

2万人

以上

5000件

以上

(～ 1.6万件

:東京 )

4～ (12.8)人 4人相当

地域がん診療連携拠点病院

がん診療病院 (仮称 )

特定領域がん診療病院 (仮称)

※機関の規模と指定機関数が想定できない

l

寸
:



参考資料4

がん診療連携拠点病院の整備に関する指針

(健発第0301001号 平成 20年 3月 1日 厚生労働省健康局長通知)

(平成 22年 3月 31日 一部改正 )
(平成 23年 3月 29日 一部改正 )

I がん診療連携拠点病院の指定について・

1 がん診療連携拠点病院 (都道府県がん診療連携拠点病院及び地域がん診療連
携拠点病院をい う。以下同じ:)は 、都道府県知事が 2を踏まえて推薦する医
療機関について、第三者によつて構成される検討会の意見を踏まえ、厚生労働

大臣が適当と認めるものを指定するものとする。

2 都道府県は、専門的ながん医療の提供等を行 う医療機関の整備を図るととも
に、当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制の整備を図るほか、がん患

者に対する相談支援及び情報提供を行 うため、都道府県がん診療連携拠点病院

にあってはく都道府県に 1カ 所、地域がん診療連携拠点病院にあっては、 2次

医療圏 (都道府県がん診療連携拠点病院が整備 されている 2次医療圏を除く。

に 1カ 所整備するものとする。ただし、当該都道府県におけるがん診療の質の

向上及びがん診療の連携協力体制の整備がよリー層図られることが明確である

場合には、この限りでないものとする。なお、この場合には、がん対策基本法

(平成 18年法律第 98号)第 11条第 1項 に規定する都道府県がん対策推進
計画 との整合性にも留意すること。

3 独立行政法人国立がん研究センターは、 (以下「国立がん研究センター」と
い う。)我が国のがん対策の中核的機関として、他のがん診療連携拠点病院ヘ

の診療に関する支援及びがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師

その他の医療従事者の育成や情報発信等の役割を担 うとともに、我が国全体の

がん医療の向上を牽引していくこととし、国立がん研究センターの中央病院及

び東病院について、第二者によって構成 される検討会の意見を踏まえ、厚生労

働大臣が適当と認める場合に、がん診療連携拠点病院として指定するものとす

る。

4 厚生労働大臣が指定するがん診療連携拠点病院については、院内の見やすい
場所にがん診療連携拠点病院である旨の掲示をする等、がん患者に対し必要な

情報提供を行 うこととする。

5 厚生労働大臣は、がん診療連携拠点,病院が指定要件を欠くに至ったと認める
ときは、その指定を取 り消す ことができるものとする。
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Ⅱ 地域がん診療連携拠点病院の指定要件について
1 診療体制
(1)診療機能
① 集学的治療の提供体制及び標準的治療等の提供
ア 我が国に多いがん (肺がん、胃がん、肝がん、大腸がん及び乳がんを
い う。以下同じ。)及びその他各医療機関が専門とするがんについて、

手術、放射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせた集学的治療及び

緩和ケア (以下 「集学的治療等」という。)を提供する体制を有すると

ともに、各学会の診療ガイ ドラインに準ずる標準的治療 (以下「標準的

治療」とい う。)等がん患者の状態に応 じた適切な治療を提供すること。
イ 我が国に多いがんについて、クリティカルパス (検査及び治療等を含
めた詳細な診療計画表をい う。)を整備すること。
ウ がん患者の病態に応 じたより適切ながん医療を提供できるよう、キヤ
ンサーボー ド (手術、放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識及

び技能を有する医師その他の専門を異にする医師等によるがん患者の症

状、状態及び治療方針等を意見交換・共有・検討・確認等するためのカ

ンファレンスをい う。以下同じ。)を設置 し、定期的に開催すること。

② 化学療法の提供体制
ア 急変時等の緊急時に (3)の②のイに規定する外来化学療法室におい
て化学療法を提供する当該がん患者が入院できる体制を確保すること。

イ 化学療法のレジメン (治療内容をいう。)を審査し、組織的に管理す
る委員会を設置すること。なお、当該委員会は、必要に応 じて、キャン

サーボー ドと連携協力すること。

③ 緩和ケアの提供体制
ア  (2)の ①のウに規定する医師及び (2)の②のウに規定する看護師
等を構成員とする緩和ケアチームを整備 し、当該緩和ケアチームを組織

上明確に位置付けるとともに、がん患者に対し適切な緩和ケアを提供す

ること。

イ 外来において専門的な緩和ケアを提供できる体制を整備すること。
ウ アに規定する緩和ケアチーム並びに必要に応じて主治医及び看護師等
が参加する症状緩和に係るカンファレンスを週 1回程度開催すること。

工 院内の見やすい場所にアに規定する緩和ケアチームによる診察が受け
られる旨の掲示をするなど、がん患者に対 し必要な情報提供を行 うこと。

オ かかりつけ医の協力・連携を得て、主治医及び看護師がアに規定する
緩和ケアチームと共に、退院後の居宅における緩和ケアに関する療養上

必要な説明及び指導を行 うこと。

力 緩和ケアに関する要請及び相談に関する受付窓口を設けるなど、地域
の医療機関及び在宅療養支援診療所等との連携協力体制を整備すること。
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④ 病病連携・病診連携の協力体制     ゝ

ア 地域の医療機関から紹介されたがん患者の受入れを行 うこと。また、
がん患者の状態に応 じ、地域の医療機関へがん患者の紹介を行 うこと。

イ 病理診断又は画像診断に関する依頼、手術、放射線療法又は化学療法
に関する相談など、地域の医療機関の医師と相互に診断及び治療に関す

る連携協力体制を整備すること。

ウ 我が国に多いがんについて、地域連携クリティカルパス (がん診療連
携拠点病院と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表、共同診療計

画表及び患者用診療計画表から構成されるがん患者に対する診療の全体

像を体系化した表をいう。以下同じ。)を整備すること。
エ ウに規定する地域連携クリティカルパスを活用するなど、地域の医療
機関等と協力し、必要に応じて、退院時に当該がん患者に関する共同

の診療計画の作成等を行 うこと。

⑤ セカンドオピニオンの提示体制
我が国に多いがんについて、手術、放射線療法又は化学療法に携わる専

門的な知識及び技能を有する医師によるセカンドオピニオン (診断及び治

療法について、主治医以外の第二者の医師が提示する医療上の意見をいう。

以下同じ。)を提示する体制を有すること。          |
(2)診療従事者
① 専門的な知識及び技能を有する医師の配置
ア 専任 (当該療法の実施を専ら担当していることをいう。この場合にお
いて、「専ら担当している」とは、担当者 となっていればよいものとし、

その他診療を兼任 していても差し支えないものとする。ただし、その就

業時間の少なくとも 5割以上、当該療法に従事している必要があるもの
とする。以下同じ。)の放射線療法に携わる専門的な知識及び技能を有
する医師を 1人以上配置すること。なお(当該医師については、原則と
して常勤であること。また、専従 (当 該療法の実施 日において、当該療

法に専ら従事していることをい う。この場合において、「専 ら従事して
いる」とは、その就業時間の少なくとも8割以上、当該療法に従事して
いることをいう。以下同じ。)であることが望ましい。
イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師を 1人以
上配置すること。なお、当該医師については、原則として常勤であるこ

=と 。また、専従であることが望ましい。
ウ  (1)の ③のアに規定する緩和ケアチームに、専任の身体症状の緩和
に携わる専門的な知識及び技能を有する医師を 1人以上配置すること。
なお、当該医師については、原則 として常勤であること。また、専従で

あることが望ましい。

(1)の③のアに規定する緩和ケアチームに、精神症状の緩和に携わ
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る専門的な知識及び技能を有する医師を 1人以上配置すること。なお、

当該医師については、専任であることが望ましい。また、常勤であるこ

とが望ましい。

工 専従の病理診断に携わる医師を 1人以上配置すること。なお、当該医
師については、原則として常勤であること。

② 専門的な知識及び技能を有するコメデイカルスタッフの配置
ア 専従の放射線治療に携わる常勤の診療放射線技師を 1人以上配置する
こと。

専任の放射線治療における機器の精度管理、照射計画の検証、照射計

画補助作業等に携わる常勤の技術者等を1人以上配置すること。

イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の薬剤師
を 1人以上配置すること。

(3)の②のイに規定する外来化学療法室に、専任の化学療法に携わる

専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を1人以上配置すること。

なお、当該看護師については、専従であることが望ましい。

ウ (1)の ③のアに規定する緩和ケアチームに、専従の緩和ケアに携わ
る専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を 1人以上配置すること。

(1)の③のアに規定する緩和ケアチームに協力する薬剤師及び医療

心理に携わる者をそれぞれ 1人以上配置することが望ましい。

工 細胞診断に係る業務に携わる者を 1人以上配置することが望ましい。
③ その他
ア がん患者の状態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう、各診
療科の医師における情報交換・連携を恒常的に推進する観点から、各診

療科を包含する居室等を設置することが望ましい。

イ 地域がん診療連携拠点病院の長は、当該拠点病院においてがん医療に
携わる専門的な知識及び技能を有する医師の専門性及び活動実績等を定

期的に評価し、当該医師がその専門性を十分に発揮できる体制を整備す

ること。なお、当該評価に当たっては、手術・放射線療法・化学療法の

治療件数 (放射線療法・化学療法については、入院・外来ごとに評価す

ることが望ましい。)、 紹介されたがん患者数その他診療連携の実績、

論文の発表実績、研修会 0日 常診療等を通じた指導実績、研修会・学会

等への参カロ実績等を参考とすること。

(3)医療施設
① 年間入院がん患者数
年間入院がん患者数 (1年間に入院したがん患者の延べ人数をいう。)

が 1200人 以上であることが望ましい。
② 専門的ながん医療を提供するための治療機器及び治療室等の設置
ア 放射線治療に関する機器を設置すること。ただし、当該機器は、リニ
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アックなど、体外照射を行 うための機器であること。

イ 外来化学療法室を設置すること。
ウ 集中治療室を設置することが望ましい。
工 白血病を専門とする分野に掲げる場合は、無菌病室を設置すること。
オ がん患者及びその家族が′いの悩みや体験等を語り合 うための場を設け
ることが望ましい。            .

③ 敷地内禁煙等
敷地内禁煙の実施等のたばこ対策に積極的に取 り組むこと。

2 研修の実施体制
(1)原則として、別途定める「プログラム」に準拠した当該 2次医療圏におい
てがん医療に携わる医師を対象 とした緩和ケアに関する研修を毎年定期的に

実施すること。

(2)(1)の ほか、原則 として、当該 2次医療圏においてがん医療に携わる医
師等を対象とした早期診断、副作用対応を含めた放射線療法・化学療法の推

進及び緩和ケア等に関する研修を実施すること。なお、当該研修については、

実地での研修を行 うなど、その内容を工夫するように努めること。

(3)診療連携を行っている地域の医療機関等の医療従事者も参加する合同のカ
ンファレンスを毎年定期的に開催すること。

3 情報の収集提供体制
(1)相談支援センター

①及び②に掲げる相談支援を行う機能を有する部F号 (以下「相談支援セン

ターJと いう。なお、相談支援センター以外の名称を用いても差 1/支 えない
が、その場合には、がん医療に関する相談支援を行うことが分かる名称を用
いることが望ましい。)を設置 し、当該部門において、アからキまでに掲げ
る業務を行 うこと。なお、院内の見やすい場所に相談支援センターによる相

談支援を受けられる旨の掲示をするなど、相談支援センターについて積極的

に広報すること。

① 国立がん研究センターによる研修を修了した専従及び専任め相談支援に
携わる者をそれぞれ 1人以上配置すること。

② 院内及び地域の医療従事者の協力を得て、院内外のがん患者及びその家
族並びに地域の住民及び医療機関等からの相談等に対応する体制を整備す

ること。また、相談支援に関し十分な経験を有するがん患者団体との連携

協力体制の構築に積極的に取り組むこと。

<相談支援センターの業務 >
ア がんの病態、標準的治療法等がん診療及びがんの予防・早期発見等に
関する一般的な情報の提供

イ 診療機能、入院・外来の待ち時間及び医療従事者の専門とする分野・
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｀
経歴など、地域の医療機関及び医療従事者に関する情報の収集、提供

ウ セカンドオピニオンの提示が可能な医師の紹介
工 がん患者の療養上の相談
オ 地域の医療機関及び医療従事者等におけるがん医療の連携協力体制の

事例に関する情報の収集、提供

カ アスベス トによる肺がん及び中皮腫に関する医療相談
キ HTLV-1関 連疾患であるATLに 関する医療相談
ク その他相談支援に関すること

(2)院内がん登録
① 健康局総務課長が定める「標準登録様式」に基づく院内がん登録を実施

すること。

② 国立がん研究センターによる研修を受講 した専任の院内がん登録の実務

を担 う者を 1人以上配置すること。

③ 毎年、院内が
～
登録の集計結果等を国立がん研究センターのがん対策情

報セ ンターに情報提供すること。

④ 院内がん登録を活用することにより、当該都道府県が行 う地域がん登録

事業 に積極的に協力すること。

(3)その他
① 我が国に多いがん以外のがんについて、集学的治療等を提供する体制を

有 し、及び標準的治療等を提供している場合は、そのがんの種類等を広報

すること。

② 臨床研究等を行つている場合は、次に掲げる事項を実施すること。
ア 進行中の臨床研究 (治験を除く。以下同じ。)の概要及び過去の臨床

研究の成果を広報すること。

イ 参加中の治験について(その対象であるがんの種類及び薬剤名等を広

報することが望ましい。

Ⅲ 特定機能病院を地域がん診療連携拠点病院 として指定する場合の指定要件に
ついて

医療法第 4条の 2(昭和 23年法律第 205号 )に基づく特定機能病院を地域
がん診療連携拠点病院として指定する場合には、Ⅱの地域がん診療連携拠点病院

の指定要件に加え、次の要件を満たすこと。

1 組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し放射線療法を行 う機能

を有す る部門 (以下 「放射線療法部門」 とい う。)及び組織上明確に位置付

けられた複数種類のがんに対し化学療法を行 う機能を有する部門 (以下
「化

学療法部門」 とい う。)をそれぞれ設置 し、当該部門の長 として、専任の放

射線療法又は化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の医師を
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それぞれ配置すること。なお、当該医師については、専従であることが望ま

しい。

2 当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院等の医師等に対し、高度のが
ん医療に関デる研修を実施することが望ましい。

3 他のがん診療連携拠点病院へ診療支援を行 う医師の派遣に積極的に取 り組
むこと。

IV 都道府県がん診療連携拠点病院の指定要件について
都道府県がん診療連携拠点病院は、当該都道府県におけるがん診療の質の向上

.及びがん診療の連携協力体制の構築に関し中心的な役割を担い、■の地域がん診

療連携拠点病院の指定要件に加え、次の要件を満たすこと。ただし、特定機能病

院を都道府県がん診療連携拠点病院として指定する場合には、Ⅲの特定機能病院

を地域がん診療連携拠点病院 として指定する場合の指定要件に加え、次の要件

(1を除く。)を満たすこと。
1 放射線療法部門及び化学療法部門をそれぞれ設置 し、当該部門の長として、
専任の放射線療法又は化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤

の医師をそれぞれ配置すること。なお、当該医師については、専従であるこ

とが望ましい。                         ,
2 当該都道府県においてがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医
師 。薬剤師・看護師等を対象 とした研修を実施すること。

3 地域がん診療連携拠点病院等に対 し、情報提供、症例相談及び診療支援を
行 うこと。

4 都道府県がん診療連携協議会を設置し、当該協議会は、次に掲げる事項を
行 うこと。

(1)当 該都道府県におけるがん診療の連携協ヵ体制及び相談支援の提供体制
その他のがん医療に関する情報交換を行 うこと。

(2)当 該都道府県内の院内がん登録のデータの分析、評価等を行 うこと。
(3)がんの種類ごとに、当該都道府県においてセカンドオピニオンを提示す
る体制を有するがん診療連携拠点病院を含む医療機関の一覧を作成 0共有

し、広報すること。

(4)当 該都道府県におけるがん診療連携拠点病院への診療支援を行 う医師の
派遣に係る調整を行うこと。

(5)当 該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が作成 している地域連携
クリティカルパスの一覧を作成・共有すること。また、我が国に多いがん

以外のがんについて、地域連携クリティカルパスを整備することが望まし

い 。

(6)Ⅱ の 2の (1)に基づき当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が
実施するがん医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修その
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他各種研修に関する計画を作成すること。

V 国立がん研究センターの中央病院及び東病院の指定要件について

国立がん研究センターの中央病院及び東病院は、Ⅲの特定機能病院を地域がん

診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件を満たすこと。

Ⅵ 指定・指定の更新の推薦手続き等、指針の見直し及び施行期 日について
1 指定の推薦手続等について   、

(1)都道府県は、 Iの 1に基づく指定の推薦に当たつては、指定要件を満

たしていることを確認の上、推薦意見書を添付し、毎年 10月 末までに、

別途定める「新規指定推薦書」を厚生労働大臣に提出すること。また、地

域がん診療連携拠点病院を都道府県がん診療連携拠点病院として指定の推

薦をし直す場合又は都道府県がん診療連携拠点病院を地域がん診療連携拠

点病院として指定の推薦をし直す場合も、同様とすること。

(2)が ん診療連携拠点病院 (国立がん研究センターの中央病院及び東病院

を除く。)は、都道府県を経由し、毎年 10月 末までに、別途定める「現

況報告書」を厚生労働大臣に提出すること。

(3)国 立がん研究センターの中央病院及び東病院は、毎年 10月 末まで

に、別途定める「現況報告書」を厚生労働大臣に提出すること。

2 指定の更新の推薦手続等について
(1)Iの 1及び 4の指定は、 4年ごとにその更新を受けなければ、その期間
の経過によつて、その効力を失 う。

(2)(1)の 更新の推薦があった場合において、 (1)の期間 (以下 「指定
の有効期間」とい う。)の満了の日までにその推薦に対する指定の更新が

されないときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその指定の更

新がされるまでの間は、なおその効力を有する (Iの 1に規定する第二者

によつて構成される検討会の意見を踏まえ、指定の更新がされないときを

除く。 )。

(3)(2)の 場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期

間は、従前の指定の有効期間の満了の日の翌 日から起算するものとする。

(4)都道府県は、 (1)の更新の推薦に当たつては、指定要件を満たして
いることを確認の上、推薦意見書を添付 し、指定の有効期間の満了する日

の前年の 10月 末までに、別途定める「指定更新推薦書」を厚生労働大臣

に提出すること。

(5)Iの 1か ら3及びⅡからVま での規定は、 (1)の指定の更新について

準用する。

3 指針の見直しについて
健康局長は、がん対策基本法第 9条第 8項において準用する同条第 3項の規
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定によりがん対策推進基本計画が変更された場合その他の必要があると認める

場合には、この指針を見直すことができるものとする。

4 施行期 日
この指針は、平成 20年 4月 1日 から施行する。ただし、Ⅱの 3の (1)の
①及びⅡの 3の (2)の②については、平成 22年 4月 1日 から施行する。ま
た、Ⅱの 1の (1)の④のウについては、平成 24年 4月 1日 から施行する。

-9-



がん診療連携拠点病院の整備に関する指針

(定義の抜粋 )

1 我が国に多いが
肺がん、 胃がん、肝がん、大腸がん及び平しがんをい う。

2 クリティカルパス

検査及び治療等を含めた詳細な診療計画表をい う。 (ク リニカルパスと同じ。 )

3 キャンサーボー ド
手術、放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師そ

の他の専門を異にする医師等によるがん患者の症状、状態及び治療方針等を意見

交換・共有・検討・確認等するためのカンファレンスをいう。

4 レジメン

治療内容 をい う。

5 地域連携 クリティカルパス
がん診療連携拠点病院と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表、共同診

療計画表及び患者用診療計画表から構成されるがん患者に対する診療の全体像を

体系化 した表をい う。 (地域連携クリニカルパスと同じ。 )

6 セカン ドオ ピニオ l

診断及び治療法について、主治医以外の第二者の医師が提示する医療上の意見

をい う。                        ・

7 専任
当該療法の実施を専ら担当していることをい う。この場合において、

「専 ら担

当している」とは、担当者 となっていればよいものとし、その他診療を兼任 して

いても差し支えないものとする。ただし、その就業時間の少なくとも 5割以上、

当該療法に従事 している必要があるものとする。
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8 専従
当該療法の実施 日において、当該療法に専ら従事 していることをいう。この場

合において、「専ら従事している」とは、その就業時間の少なくとも 8割以上、
当該療法に従事 していることをい う。

9 年間入院がん患者
1年間に入院 したがん患者の延べ人数をい う。

10 放射線療法部門
組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対 し放射線療法を行 う機能を有

する部門をいう。

11 化学療法部
組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対 し化学療法を行 う機能を有す

る部門をいう。
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参考資料5

都道府県・2次医療圏別の指定状況 (平成 25年4月 1日現在 )

網掛けは拠点病院のない2次医療圏   ★:都道府県がん診薇連携拠点病院

医療日数
拠点病院
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医療圏数  7
拠点病院  8

茨城県

医療日数  9

拠点病院  9

医療圏数  6

拠点病院  6

群馬県

医療圏数  10
1拠点病院  10
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福井県

医療圏数  4
拠点病院  5

山

医療圏数  4
拠点病院  4

医療圏数  10
拠点病院  8

医療圏数  5
拠点病院  7

医療圏数  8
拠点病院  11

医療圏数
拠点病院

福井・坂井
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日
　
　
　
病

華
　
　
　
蝶

京都府

医療日数 6
処点病院 9

壼療目数 10
処点病院 14

数
院
目
病
妻
点
〓
処
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医療圏数

拠点病院

鳥取県

医療圏数  3
拠点病院  5

医療日数  7

拠点病院  5

医療圏数  5
拠点病院  7
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６

７

４

４

数

院
圏
病
療
点
医
拠

医療圏数
拠点病院

佐買県

医療圏教  5
拠点病院  4

医療圏数  8
拠点病院  6

医療件強
拠点病院

数
院
圏
病
療
点
医
拠

数
院
日
病
療
点
医
腱

7
3
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医療日数

拠点病院

医療圏数

拠点病院

9

9
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参考資料6

今後のがん診療提供体制のあり方について

(特にがん診療連携拠点病院に関すること)

平成 25年 4月 24日

:.がん診療連携拠点病院の整備の趣旨
全国どこでも質の高いがん医療を提供することを目的とし、平成 13年よりが

ん診療連携拠点病院 (以下「拠点病院」という。)をすべての 2次医療圏に原則
1つ整備することを目指した結果、現在 397の医療機関が指定されている。
現在の拠点病院は、「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」 (健発第

0301001号平成 20年 3月 31日 厚生労働省健康局長通知)に基づき、主に 5大が

んの集学的治療及び標準的治療の提供、緩和ケアの提供、地域のがん医療に係

る人材の育成、相談支援 "情報提供、がん登録、さらに地域の医療機関との診

療連携の推進などの要件を満たすこととされている。

また、平成 18年より、各都道府県の拠点病院のとりまとめ役として、都道府

県に原則 1カ 所の都道府県がん診療連携拠点病院 (以下「都道府県拠点病院」
という。)を指定しており、拠点病院のうち 51の医療機関力i都道府県拠点病院
として指定されている。

H.拠点病院およびそれを取り巻く現状と課題
がん医療の均てん化の推進を目的として、全国に拠点病院が整備され、がん

対策において一定の効果を上げたと考えられるが、以下のような現状と課題が

ある。

,  拠点病院間に、病院規模、診療実績、人的配置、地域連携、相談支援、
人材育成等に関して大きな差があ登。特に、拠点病院は 5大がんの集学的
治療を実施することとされているが、すべての拠点病院は必ずしも十分な

診療実績を持つていない。

・  均てん化については一定の進捗が認められ、2次医療圏の 68%に拠点病
院が整備されているが、未だに 113の医療圏で拠点病院が整備されていな

い。           :
・  拠点病院の要件に合致せずとも、特定のがん種に対し高度な医療を提供
している医療機関の位置づけを検討すべきとの指摘もある。

一部の都道府県では、それぞれの実状に応じて、独自にがん医療を担う

病院を指定しており、患者にとつてわかりやすい制度にすべきとの指摘や、

都道府県から個々の地域の実状に応じたきめ細やかな制度を求める声もあ

る。

拠点病院は、がん治療の拠点という役割に加え、地域における医療連携
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の拠点という側面が期待されること、また、急性期病院の効率的な病床利

用などに伴う受療行動の実態を踏まえ、拠点病院のみの「点」ではなく、

より具体的に医療連携を促進し得る制度にすべきとの指摘もある。

IH。  今後のがん診療提供体制のあり方について
1.グループ指定による診療連携機能の強化
① 拠点病院のない2次医療日を中心とした地域がん診療病院 (仮称)と拠点

病院とのグループ指定

・  現在、拠点病院のない2次医療圏は113あるが、医療資源が限られて
いるこ之を踏まえると、今後、拠点病院を全ての医療圏に整備すること

は難しい。しかし、こうした拠点病院を整備することが難しい地域でも

がん医療の均てん化が重要な課題であることにかわりはない。

一方、拠点病院の機能を高めていくには、地域の医療機関との役割分

担と連携を進め、地域の医療資源を最大限に活用できるよう、単独の医

療機関を拠点病院として指定するだけでなく、がん医療に求められる機

能を複数の医療機関が連携して担うことも想定した制度設計が必要であ

る。

こうした問題やニーズに対応するため、具体的には、拠点病院のない 2

次医療圏を中心に、地域のがん医療を担う「地域がん診療病院 (仮称 )」

(以工「がん診療病院」という。)と拠点病院をグループとして指定する

ことが考えられる。(がん診療病院の配置については、拠点病院がすでに

指定されている地域であつても、患者数が多く拠点病院との役割分担を

進めるべき地域については一定程度柔軟に対応してもよいのではないか

との指摘もあつた。)

拠点病院とがん診療病院の双方を制度の中に明確に位置づけ、がん診

療病院に期待される役割や医療連携の具体的な情報を明確に示し、患者

に伝える仕組みを工夫することで、患者にとってわかりやすく安心でき

るがん診療提供体制の構築につながることが期待される。

がん診療病院には、2次医療圏内で受けることが望ましいがん医療の提

供、すなわち、高度な技術を要さない手術 (患者数の多い、胃、大腸、手L

がんの手術など)、 外来化学療法、緩和ケア、相談支援 (特に地域連携に

関すること)、 がん登録のほか、拠点病院や在宅医療提供機関との地域連

携 (例_:拠点病院で初期治療を終えた患者のフォローアップ、高度な技術

を要する治療や自施設で診療経験が十分にない患者を拠点病院へ紹介す

ること、在宅医療提供機関への紹介)等が求められる。

また、拠点病院の無い地域にあるがん医療を担う医療機関の現状を踏ま
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②

・

えた_Lで、力i歩診療病院については、拠点病院の要件のうち、放射線療法、

研修の開催、診療実績、セカンドオピ■オンの提供、人材配置等について

は一定程度緩和することが考えられる。

特定領域で高度な診療機能をもつ医療機関と拠点病院とのグループ指定

医療機関の中には、5大がんすべてに関する集学的診療機能は有してい
ないが、特定のがん種にういて、拠点病院よりも高度な診療機能を有し、

診療実績を持つ医療機関も存在する。(例 :1図腫瘍、乳がん、前立腺がん、

甲状腺がん等 )

地域の診療機能を高めていくためには、これらの医療機関に期待される

役割を明確にし、患者に公表した上で、がん診療病院として、既存の拠点

病院とグループ指定することが考えられる。

医療日l       l匡 療圏2
(中核都市をイメージ)|(拠点病院の無い医療出,

処11病院の要件は満た

さないが 当該医峠口
のがん医療を担う。

連

一爾

Bがん診療病院

B病院はA拠点病院とグループとして指定を受ける。

医療圏1           -  ― ―

l肥基]輩焦皇T算::温  i
,点病院以上に実績をrFつ  |

A拠点病院       Bが ん診療病院

B病院はA拠点病院とグループとして指定を受ける。

以上、がん診療病院は、拠点病院との上下関係ではなく、役割分担である。
それぞれの病院に期待される役割を明確にし、連携を進めることで、患者が安
心して適切ながん医療を受けられる環境を整えるとともに、高度な技術を要す
る診療機能や希少がん等の緩やかな集約化につながり、医療の質が向上するこ

とも期待される。

グループ指定の調整については都道府県が主体的に行うことが想定されるが、
都道府県の実状も踏まえ可能な範囲で柔軟な制度とすること、都道府県が調整

すこ際に期待される役割を明確にすることなどに留意した上で、導入していく
ことが望ましい。

2.拠点病院におけるPDCAサイクルの確保
現在、拠点病院は、年に 1度、診療実績や人材の配置、人材育成や地域連携、

相談支援の活動状況等を記載した現況報告を厚生労働省に提出することとされ
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ているが、各拠点病院の評価や実地調査などは行われていない。

一方、拠点病院間には、診療実績、人的配置、地域連携、相談支援、人材育

成等に関して大きな差がある。また、都道府県拠点病院についても、がん対策

診療連携協議会や研修の開催実績を踏まえると、その活動には大きな差がある

と推測される。

こうしたことから、現況報告といつた自己申告の報告のみに頼ることなく、

拠点病院にとつて過度な負担にならないよう留意した上で、国と都道府県が役

割分担して、拠点病院の実地調査を行い、拠点病院の診療機能や診療実績、地

域連携に関する実績や活動状況を把握 口評価し、課題を明らかにして、必要に

応じて改善を求めるなど、PDCAサイクルを確保する仕組みが必要である。また、

こうしたPDCAサイクルを確保することにより、現在問題となつている拠点病院

間の格差も縮小することが期待される。

さらに、都道府県協議会で検討すべき内容を明確にし、都道府県内の拠点病

院間の情報共有を図ること、国立がん研究センターを中心とした都道府県拠点

病院の協議会を活用し、情報共有を図る等、実地調査以外にも、PDCAサイクル

を確保する仕組みが求められる。

3.拠点病院に期待される新 しい機能～臨床研究機能の強化～
・  臨床研究については、現在、がんの新薬開発等が進められているが、三
者が安全に高度で先駆的な治療を受けられるためには、「標準治療」を確

立することや長期的な安全性を確認するための多施設共同臨床研究を実

施することが必要である。

・  すでに、拠点病院の多くは治験を含む臨床研究を実施してお LJ、 都道府
県拠点病院の 87%が 」COG(Japan Clinica1 0ncology Group:日 本臨床腫

瘍研究グループ)へ参加し、JCOG登録症例数年平均 10例以上 (2008～ 2012

年平均)の 93%は拠点病院である。

・  しかし、現行の臨床研究に関する要件は、「進行中の臨床研究 (治験を
除く。以下同じ。)の概要及び過去の臨床研究の成果を広報すること。」及

び「 参加中の治験について、その対象であるがんの種類及び薬剤名等を

広報することが望ましい。」のみであり、人材配置を見ても GRCやデータ

マネジヤーなどが十分に配置されているとは言い難く、病院の医師にと2
て過剰な負担となつていることが懸念される。

・  標準治療の確立や新規治療の安全性を確認していく必要性と拠点病院
のこれまでの実績を踏まえ、今後、拠点病院の新しい機能として、国際基

準に対応した多施設共同臨床研究を実施できる体制をより強化す登二と

が考えられる。
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具体的には、拠点病院に対して、臨床研究の実施に必要なCRCやデータ
マネジャーなどの充実を支援する一方で、臨床研究を推進する体制や研究
の実績 (例 :承認された薬の長期的な安全性や効果の検証、合併症のある

者や高齢者への治療法の開発、集学的治療法の開発)を評価し、その結果

(例 :国際学会での発表)に pぃても報告を求めるなど、拠点病院の枠組
みを活用し、最新の治療を安全に全国で確実に受けられるような体制作り

を進めることが期待されるハ
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